
規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

5008 5008162 オリックス㈱ 16
商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

2.契約成立時交付書面の
記載事項に関して販売業
業務命令が規定する内容
の大幅な簡略化を要望す
る。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5034 5034572
(社)リース事
業協会 57.2

商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

契約成立時交付書面の記
載事項に関して販売業業
務命令が規定する内容の
大幅な簡略化を要望す
る。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5063 5063050

(社)日本商品
投資販売業協
会

5

17条書面（契約
成立時交付書
面）の記載内容
の簡略化もしく
は撤廃

現行制度では、商品投資
販売業者は、商品投資契
約等が成立したときは、
顧客に対し、遅滞なく契
約等の内容およびその履
行に関する事項を記載し
た書面を交付しなければ
ならないところである
が、当該書面（契約成立
時交付書面）の記載内容
を簡略化もしくは撤廃し
ていただきたい。

金融庁
農林水産省
経済産業省

　商品ファンドの販売に
ついては、平成10年６月
に最低販売単位が撤廃さ
れ、一般投資家の購入が
容易になった。実際その
後の商品ファンドはその
大半が個人投資家向けに
販売されており、リスク
商品の情報開示につい
て、その重要性・必要性
は今後更に高まるものと
考えられる。
　そうした中、契約成立
時交付書面は、契約書の
性格を有していることを
考えると、撤廃すること
は困難である。
　しかしながら、当該書
面の記載事項のうち契約
成立前交付書面との重複
等省略をしても差し支え
ないものがあるかどうか
について精査して、検討
して参りたい。
※（検討開始時期Ｈ15年
度中。Ｈ16.3までに結
論。）

ｂ Ⅲ

　商品投資販売業者は、
商品投資契約又は商品投
資販売契約が成立したと
きは、顧客に対し、遅滞
なく、当該商品投資契約
又は当該商品投資販売契
約等の内容及びその履行
に関する事項を記載した
書面を交付しなければな
らない。

z1000010

契約成立時書面
の記載内容の簡
素化若しくは撤
廃

・商品投資に係
る事業の規制に
関する法律第17
条
・商品投資販売
業者の業務に関
する命令第４条

Ⅲ

１．書面の交付がされな
いことにより、当事者間
で契約内容に当たって
「言った言わない」の紛
争になる事態を避けるた
め、以下の趣旨により契
約締結前と締結時の書面
の交付を２回に分けて交
付させることで、投資家
保護の徹底を図ったもの
である。
（1）成立前
投資家は、商品投資契約
の締結前に商品ファンド
の内容について十分な知
識を得ることが必要であ
る。このため、業者に当
該契約を締結するか否か
について判断の材料とな
るべきものを投資家に対
して提供させ、業者の業
務内容、商品ファンドの
内容等につき事前に顧客
に対して説明させること
としている。
（2）成立時
商品投資販売契約等が成
立した場合に、その契約
内容が不明確であると、
後日、当事者間で契約内
容を巡る紛争が生ずるお
それが大きい。このた
め、成立した契約の内容
を書面に記載させること
により、その明確化を図
るとともに、投資家に注
意を喚起させることによ
り、紛争の生ずる余地の
ないようにする必要があ
る。
２．「重複等省略をして
も差し支えないものがあ
るかどうかについて精
査」するに当たっての論
点は以下のとおり。
　・　どちらか一方の書
面から重複事項の記載を
省略した場合において、
当事者間で紛争が起こり
うるか否かについて
　・　記載事項の内容を
簡略化した場合におい
て、当事者間で紛争が起
こりうるか否かについて
等
３．なお、平成16年度に
速やかに実施してもらい
たいとの要請であるが、
本年度中に措置するか否
かを含めて関係省庁と検
討することとしたい。

・書面記載内容の簡素化
については、契約成立
前・成立時各々の交付の
趣旨に照らしつつ、可能
な限り重複を避ける方向
で平成15年度中に結論を
得るとともに、平成16年
度に速やかに実施しても
らいたい。併せて以下の
点を明らかにしてもらい
たい。
①成立前・成立時各々の
書面交付の趣旨をその違
いも含め、明らかにする
こと。
②「重複等省略をしても
差し支えないものがある
かどうかについて精査」
するに当たっての論点を
明らかにすること。

ｂ

商品ファンドに係る契約
成立時書面の記載内容の
簡素化について検討し、
結論を得て、平成15OR16
年度中に実施されること
について見解を示された
い。

ｂ Ⅲ

契約成立前交付書面と契
約成立時交付書面の内容
のあり方について、投資
家保護の趣旨及び双方の
性格を考慮しつつ、結論
を得る。（平成１５年度
結論）
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

商品投資販売業者がいわ
ゆる私募ファンドとして
組成販売した商品ファン
ドについては顧客の閲覧
対象としなくとも良いよ
う措置することを要望す
る。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5034 5034573
(社)リース事
業協会 57.3

5008 5008163 オリックス㈱ 16
商品ファンドに
係る規制撤廃・
緩和

商品投資販売業者がいわ
ゆる私募ファンドとして
組成販売した商品ファン
ドについては顧客の閲覧
対象としなくともよいよ
う措置することを要望す
る。

金融庁
農林水産省
経済産業省

　現状における法第20条
の規定は、特定少数の顧
客に限られた範囲内で募
集し、当該顧客との間で
そのニーズに合わせて組
成された、いわゆるプラ
イベート商品ファンドに
ついてもディスクロー
ジャーの一環として商品
投資販売業者に閲覧の対
象とすることを義務付け
ており、本件は、当該私
募ファンドについては顧
客の閲覧対象から除外す
るという要望に対して、
各府省等における規制改
革に関する内外からの意
見・要望等に係る対応状
況（平成14年度版）にお
いて「措置するか否かを
含めて平成15年度中に結
論」としていたところで
ある。
　当該要望内容につい
て、当該プライベート商
品ファンドの顧客以外の
顧客がその閲覧について
要望すること自体希であ
ると想定される中で、投
資家保護上問題を生じる
ことがなくプライベート
商品ファンドを閲覧対象
の除外とすることが可能
か否かを検討したとこ
ろ、投資家が投資判断を
行う上で、プライベート
商品ファンドを含めた既
存の商品投資の内容（運
用状況等）に関する情報
を入手することは、投資
の判断材料として有益で
あり、商品投資販売業者
の経営状況を把握するこ
とを含めて、自己責任原
則を基本とした投資家保
護を図る上で重要なた
め、要望については措置
困難である。

Ｃ

　商品投資販売業者は、
当該商品投資販売業者の
業務及び財産の状況を記
載した書類を営業所ごと
に備え置き、顧客の求め
に応じ、閲覧させなけれ
ばならない。

z1000020
私募商品ファン
ドの書類閲覧対
象からの除外

・商品投資に係
る事業の規制に
関する法律第20
条
・商品投資販売
業者の業務に関
する命令第６条

c

１．検討の結果、「対応
不可」としたところであ
る。
２．再検討要請において
は、「当該プライベート
商品ファンドの顧客以外
の顧客がその閲覧につい
て要望すること自体稀で
あることが想定されるこ
とをもって規制の有無の
判断とするのは別の問
題」とのことであるが、
当方ではそのことを持っ
て規制の有無の判断とし
ておらず、現状について
参考までに付記したもの
である。
以下の理由により今後も
引き続き規制が必要であ
ると判断したところであ
る。
・　法第20条の閲覧は、
ディスクロージャーの一
環として商品投資販売業
者に閲覧の対象とするこ
とを義務付けており、既
にファンドに投資してい
る顧客以外の顧客の新た
な投資判断を行うために
与えられている権利であ
り、これを剥奪すること
は投資家保護にはならな
い
３．閲覧対象となってい
る書面上では、私募ファ
ンドと当該投資家とのつ
ながりについては明らか
になっていないため、当
該私募ファンドの投資家
のプライバシーは保護さ
れるものと考えられる。

・回答においては「対応
不可」とあるが、以下の
点を踏まえ、再検討頂き
たい。
①各府省等における規制
改革に関する内外からの
意見・要望等に係る対応
状況（平成14年度版）に
おいて「措置するか否か
を含めて平成15年度中に
結論」としていたところ
とあるが、現時点での検
討状況はどうなっている
のか。
②「当該プライベート商
品ファンドの顧客以外の
顧客がその閲覧について
要望すること自体稀であ
ると想定される」とある
が、本来、「稀」か否か
は規制の有無の判断とは
別の問題ではないか。仮
に規制と関係するとの判
断があるとすれば、
「稀」であるならば、む
しろ閲覧の必要性は極め
て低いと考えるべきでは
ないか。
③「投資の判断材料とし
て有益」とある一方、要
望理由にある「私募ファ
ンド投資家への秘密保
持」の観点に言及されて
いないが、この点につい
てどのように考えるの
か。

上記①～③を踏まえ、平
成16年度までに実施され
ることの可否について改
めて検討されたい。

いわゆる私募商品ファン
ドの書類閲覧対象からの
除外について、検討し、
結論を得て、平成15OR16
年度中に実施されること
について見解を示された
い。

ｂ Ⅲ

  商品ファンドに関する
書類については、販売業
者がいわゆる私募ファン
ドとして組成販売した商
品ファンドについても顧
客の閲覧対象となってい
るが、閲覧対象を関係者
のみに限定することが、
投資家保護上適当である
か考慮しつつ、結論を得
る。（平成１５年度結
論）
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

金融庁
農林水産省
経済産業省

2

3省にまたがる主
務官庁への申
請・届出等の窓
口の一本化

主務官庁の窓口一元化

　電子媒体による許認可
の申請等については、平
成１５年度末を目途とし
て、申請窓口を一本化す
べく、その体制を整備す
る。

5063 5063020

(社)日本商品
投資販売業協
会

窓口省庁は、2003年度末
（平成15年度末）までに
オンライン化する予定。

商品ファンド法に基づく3
省にまたがる主務官庁へ
の申請・届出等の窓口の
一本化について検討し、
結論を得て、平成15OR16
年度中に実施されること
について見解を示された
い。

aＣ Ｃ

　本事業は、事業内容に
即して主務庁である３省
庁各々の審査、協議等を
経て、許可、監督等を実
施しており、申請及び届
け出等に係る提出書類に
ついては、各省庁の監督
上必要なものであり、今
後とも各々３省庁への提
出が必要であるため、要
望内容については措置困
難である。
  しかしながら、現在、
行政機関等に係る申請、
届出その他の手続等に関
して、電子申請における
共管手続（ワンストップ
サービス）の窓口一元化
をすることにより申請者
等の利便性の向上を図る
こと等を目的として、電
子申請システムの構築中
であり、この実施に伴
い、申請者の行政手続等
の事務負担は軽減される
ものと考えられているこ
とから、当該システムの
利用促進を検討して頂き
たい。

　漁港漁場整備法第３条
で定める「漁港施設」に
直販・直食施設と都市漁
村交流施設を加え、漁港
用地内に当該施設の整備
を可能とする。
　あるいは、「国庫補助
事業により取得した漁港
施設用地の有効利用につ
いて」平成13年10月１日
付け漁港漁場整備部長通
知（13水港第2558号）の
“公共施設用地の整備が
全て完了し、その用地に
ついて供用開始後原則10
年以上経過して”を削除
し、水産物の直販・直食
施設と都市漁村交流施設
整備の承認要件を緩和す
る。

農林水産省新潟県 1

　漁港用地の弾
力的な利用が可
能となる規制の
緩和

①及び②　「国庫補助事
業により取得した漁港施
設の有効利用について」
（水産庁漁港漁場整備部
長通知）に関する指摘の
箇所は、「補助金等に係
る予算の執行の適正化に
関する法律」（以下「適
正化法」という。）第２
２条に基づく処分の承認
について、未利用等の状
況が続いている公共施設
用地の利用を見直すべき
時期的基準として一定の
ガイドラインを示したも
のであり、これは適正化
法第２２条に基づく処分
の承認を直接緩和したも
のでなく、同法に基づく
承認はあくまで、各漁港
毎に個別に判断されるも
のである。
なお、上記水産庁漁港漁
場整備部長通知において
は、未利用・低利用と
なっている公共施設用地
の有効利用を図るべく、
水産業及び漁業地域の振
興を図る施設を例示して
いるところであり、同通
知の例示は漁港管理者に
再度周知することとした
い。
③　目的外使用の例示
・漁港環境施設用地の一
部に「海の駅」の案内標
識の設置
・漁具保管修理施設用地
の一部に国道復旧工事の
ための仮設道の整備
・荷捌所用地等の荷捌施
設等の２階に漁協事務所
の設置
・物揚場の一部を水産倉
庫用地とし水産倉庫の設
置
・公有水面埋立により、
護岸、臨港道路等を用地
とした
等

5044 5044010

再回答においては、適正
化法第２２条に基づく処
分の承認について、通達
は時間的基準として一定
のガイドラインを示した
ものであり、同法に基づ
く承認はあくまで各漁港
毎に個別に判断されると
されているが、かかる趣
旨を、平成１５年度中に
より明確に周知すること
について見解を示された
い。

a Ⅳ

補助金により取得された
漁港施設用地における未
利用空間について、供用
開始後10年に満たない場
合でも、本来の目的を妨
げない範囲で水産物の直
販・直食施設等の設置が
可能であることを明確化
するため、通知を改正す
る（平成１５年度中)。

ｃ

・御要望の施設について
は、その具体的内容や範
囲が必ずしも明かではな
いが、漁港機能に直接関
連するものではないと思
われるため、漁港漁場整
備法第３条で定める基本
施設、機能施設のいずれ
にも該当せず、同法第３
条の「漁港施設」に加え
ることは困難であると考
える。
・「国庫補助事業により
取得した漁港施設用地の
有効利用について」（平
成１３年１０月１日付け
水産庁漁港漁場整備部長
通知）は、一定の計画制
度に基づいて実施されて
いる漁港施設の整備が、
社会・経済的な環境の変
化により困難になった場
合に、漁業地域の振興・
活性化のために既存計画
と異なる施設の整備を可
能とすることを目的とし
ている。同通知中の「公
共施設用地の整備が全て
完了し、その用地につい
て供用開始後原則１０年
以上経過して、利用計画
に基づく漁港施設の整備
が見込まれず、又は利用
計画の縮小により未利
用・低利用となっている
公共施設用地」との条件
を付していることについ
ては、造成途中の安易な
計画変更を防止し、所期
の計画に基づく漁港整備
が少しでも可能となるよ
う計画外の措置をとる時
期的基準として設けられ
ているものであり、

（以下「その他」欄に続
く）

（「措置の概
要」欄より続
く）

これを変更する
ことは困難であ
る。
・なお、国庫補
助事業により整
備した用地の補
助金等に係る予
算の執行の適正
化に関する法律
第２２条に基づ
く大臣処分の承
認については、
通知によって一
定のガイドライ
ンは示されてい
るものの、あく
までも個別的に
判断、対応され
ている。実際、
共用開始後１０
年経過していな
い漁港内の用地
に、漁港地域の
振興を目的とし
て、既存計画と
異なる標識、仮
設道等の目的外
使用を認めた例
がある。また、
地方単独事業に
より整備した用
地に御要望の施
設を整備するこ
とは可能である
と考えられるの
で、今後も個々
の要望を受け
て、具体的に対
応してまいりた
い。

z1000120

商品ファンド法
に基づく3省にま
たがる主務官庁
への申請・届出
等の窓口の一本
化

z1000110

　漁港用地の弾
力的な利用が可
能となる規制の
緩和

・漁港漁場整備
法第３条（平成
１３年法律９２
号）

・「国庫補助事
業により取得し
た漁港施設用地
の有効利用につ
いて」平成13年
10月１日付け漁
港漁場整備部長
通知（13水港第
2558号）

・漁港漁場整備法第３条
においては「漁港施設」
を規定しているが、現行
法上、直販・直食施設及
び都市漁村交流施設につ
いては「漁港施設」とし
て位置付けられていな
い。
・「国庫補助事業により
取得した漁港施設用地の
有効利用について」（平
成１３年１０月１日付け
水産庁漁港漁場整備部長
通知。）は、未利用・低
利用となっている公共施
設用地の有効利用を図る
ため、供用開始後一定の
期間（原則１０年以上）
を経過した用地につい
て、「補助金等に係る予
算の執行の適正化に関す
る法律」（昭和３０年法
律第１７９号）第２２条
の規定に基づく財産処分
の承認を前提に、従来の
利用計画上の施設と異な
る水産業及び漁業地域の
振興を図る公共用施設の
用地に供すること等を行
い、用地の有効利用に資
することとしている。

商品投資に係る
事業の規制に関
する法律第５条
第１項、第８条
第１項、第９
条、第10条及び
第11条
商品投資販売業
者の許可及び監
督に関する命令
第１条、第７条
第１項、第８条
及び第９条

　商品投資販売業の許可
を受けようとする者等
は、許可等の申請書又は
申請事項に関する変更届
を主務大臣（本法は共管
法であり、３省庁大臣あ
て）に提出しなければな
らない。

・回答によれば、「電子
申請における共管手続の
窓口一元化をすることに
より申請者等の利便性の
向上を図ること等を目的
として、電子申請システ
ムの構築中」とあるが、
申請手続等の効率化・事
務負担の軽減のための体
制整備を早急に行うとと
もに、システム構築の実
施時期について具体的に
示してもらいたい。

上記を踏まえ、平成16年
度までに実施されること
の可否について改めて検
討されたい。

・回答によれば、「補助
金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律」に
基づく財産処分の承認に
ついては、「個別的に判
断、対応されている」
「目的外使用を認めた例
がある」とされている
が、以下の点を踏まえた
検討・対応をしてもらい
たい。
①個別的な判断、対応の
必要性が認められている
という現状に鑑み、思い
切った承認要件の緩和が
可能かどうか。
②当面の対応として、承
認申請の円滑・迅速化等
の観点から、明示的に目
的外使用等に関する新た
な基準を示すことが可能
かどうか。
③参考として、これまで
に認められた目的外使用
例を示していただきた
い。

ｃ
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

現行制度では、商品投資
販売業の許可申請を行う
際に、許可申請書に役員
および重要な使用人につ
いて、官公署の発行する
身分証明書ならびに成年
被後見人等でないことを
証する証明書を添付しな
ければならないところで
あるが、役員および重要
な使用人について、官公
署の発行する身分証明書
並びに成年被後見人等で
ないことを証する証明書
の添付を廃止することを
要望する。

金融庁
農林水産省
経済産業省

(社)日本商品
投資販売業協
会

3

商品ファンドに
おける「許可申
請書」に添付す
る役員および重
要な使用人に係
る官公署の発行
する身分証明書
ならびに成年被
後見人等でない
ことを証する証
明書の撤廃

5063 5063030

公的な証明書を提出させ
ることにより、行政当局
が欠格条項の該当の有無
を確実に確認できるにも
かかわらず、申請者の申
告（誓約書）を信用し、
実質的な審査を行わない
まま処理することになれ
ば、行政当局の確認手段
としては、事後的な資料
の報告徴収命令又は検査
によるほかなく、参入規
制が部分的に形骸化する
ため、公的な証明書の添
付を廃止することは困難
である。
一方、商品投資販売業者
の代表者に誓約書の提出
を求めているのは、法律
第6条第1項各号に規定す
るすべての欠格条項に該
当しない旨について、申
請者自らが何らかの公的
な書面により証明する方
法がないためであるた
め、添付を廃止すること
は困難である。
なお、投資信託及び投資
法人に関する法律におい
ても、役員および重要な
使用人が外国人の場合に
は、商品ファンドと同様
に官公署の証明書の添付
は求めずに誓約する書面
で添付をすませていると
ころである。

再回答においては、「申
請者の申告（誓約書）を
信用し、実質的な審査を
行わないまま処理するこ
とになれば、行政当局の
確認手段としては、事後
的な資料の報告徴収命令
又は検査によるほかな
く、参入規制が部分的に
形骸化するため、公的な
証明書の添付を廃止する
ことは困難である」とさ
れている一方で、「商品
投資販売業者の代表者に
誓約書の提出を求めてい
るのは、法律第6条第1項
各号に規定するすべての
欠格条項に該当しない旨
について、申請者自らが
何らかの公的な書面によ
り証明する方法がないた
めである」とされている
ことについて、要望の趣
旨を踏まえて、次の観点
から見解を示されたい。
①「法律第６条第１項各
号に規定するすべての欠
格事項に該当しない」旨
について、公的な証明書
を提出させることによ
り、確実に確認すること
が、行政当局として必要
不可欠と考えているの
か。
②もしそうであるとする
ならば、「申請者の申告
（誓約書）を信用し、実
質的な審査を行わないま
ま処理」をしているもの
と解される外国人の場合
には、当然に、「事後的
な資料の報告徴収命令又
は検査」を実施すべきも
のと思料するが、かかる
対応を実施しているの
か。
③仮に、現状において、
事後的な対応を実施して
いないとすれば、その理
由および今後の対応策に
ついて、「邦人・外国人
間の取扱いのイコール
フッティング」の観点も
踏まえ、明確かつ具体的
に示してもらいたい。

z1000130

商品ファンドに
おける「許可申
請書」に添付す
る役員および重
要な使用人に係
る官公署の発行
する身分証明書
ならびに成年被
後見人等でない
ことを証する証
明書の撤廃

・商品投資に係
る事業の規制に
関する法律第５
条第２項
・商品投資販売
業者の許可及び
監督に関する命
令第４条第４号

　商品投資販売業の許可
を申請する際には、許可
申請書に役員又重要な使
用人が、成年被後見人と
みなされる者及び被保佐
人とみなされる者並びに
準禁治産者に該当しない
旨の官公署の証明書（外
国人である場合には、こ
れらに該当しないことを
制約する書面）を添付し
て提出しなければならな
い。

Ｃ

　誓約書および官公署の
証明書を同時に求めるの
は過重との指摘である
が、役員及び重要な使用
人が成年被後見人等に該
当しない旨の官公署の証
明書の提出を求める目的
は、業務の参入規制の基
準としてる法第６条第１
項第４号の不許可条件に
該当するかについて行政
当局が確認するために必
要であるからであり、ま
た、商品投資販売業者の
代表者に誓約書の提出を
求めているのは、法律第6
条第1項各号に規定するす
べての欠格条項に該当し
ない旨について、申請者
自らが何らかの公的な書
面により証明する方法が
ないため、やむを得ず
「誓約書」の提出を求め
ているところであり、本
書類の提出を撤廃するこ
とは困難である。

（以下「その他」欄に続
く）

・回答においては、「外
国人の場合は、官公署が
証明書を発行することが
不可能なため、やむを得
ず誓約書のみの添付です
ましている」とあるが、
事実上不許可条件の確認
を誓約書により行ってい
る現状に鑑みれば、申請
手続きの簡素化、業者間
の取扱いの公平性の観点
から、例えば必要書類を
誓約書に一本化する等を
含め、更に踏み込んだ検
討を行ってもらいたい。

上記を踏まえ、平成16年
度までに実施されること
の可否について改めて検
討されたい。

Ｃ

（「措置の概
要」欄より続
く）

　なお、外国人
の場合は、官公
署が証明書を発
行することが不
可能なため、や
むを得ず誓約書
のみの添付です
ましているもの
である。他方、
本邦に居住して
いる外国人の場
合にあっては、
登記されていな
いことの証明書
を官公署が発行
することは可能
なため、申請者
は当該証明書の
添付をしている
ところである。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

現行制度では、追加型商
品ファンドにおいて、同
一ファンドを追加購入す
る場合は、その都度、法
定書面を交付し、投資家
も受領しなければならな
いところであるが、一度
購入して法定書面を受領
している商品ファンドを
再度購入する際には、投
資家の承諾が得られた場
合は法定書面の交付を簡
素化（変更点等のみ交
付）してもよいことにし
て戴き度い。

金融庁
農林水産省
経済産業省

5063040

(社)日本商品
投資販売業協
会

4

追加型商品ファ
ンドにおける法
定交付書面の簡
素化

ｂ Ⅲ

　同一投資家が追加型
ファンドを追加購入する
場合、法定交付書面の記
載事項を簡素化すること
が可能か否かについて、
投資家の意思確認の方法
や投資家にとって分かり
やすい書面となるよう配
慮しつつ、結論を得る。
（平成１５年度結論）

5063ｂ Ⅲ

１．再検討要請において
は、「要望趣旨に鑑みれ
ば投資家保護に配慮した
上での書面簡素化対応で
あり、・・」となってお
り、また、要望理由に記
載されている内容のよう
に、投資家の中には、追
加投資する度に書面の交
付を受けて嫌気を示す投
資家も中には存在するも
のと考えられる。
しかしながら、当該書面
を保管するか又は破棄す
るかについては投資家自
身の判断により行われる
ことを法令上妨げていな
いところであり、投資家
が書面の保管をすること
が投資家の負担に直結し
ていると断言はできない
ものと考える。よって、
書面の交付を簡略化する
ことが投資家保護につな
がるものとは考えにく
い。
また、また、投資家に対
する過重告知の回避につ
いては、業者から投資家
に対して、前回交付した
書面との変更の有無につ
いて説明を行えば、投資
家は混乱が生じないもの
と思料する。
２．現時点における検討
状況等については、記載
事項の内容を簡略化した
場合において、当事者間
で紛争が起こりうるか否
かについて関係省庁と検
討をするところである。
３．なお、平成16年度に
速やかに実施してもらい
たいとの要請であるが、
本年度中に措置するか否
かを含めて関係省庁と検
討することとしたい。

追加型商品ファンドにお
ける法定交付書面の簡素
化について検討し、結論
を得て、平成15OR16年度
中に実施されることにつ
いて見解を示されたい。

z1000140

追加型商品ファ
ンドにおける法
定交付書面の簡
素化

・商品投資に係
る事業の規制に
関する法律第16
条及び第17条
・商品投資販売
業者の業務に関
する命令第３条
及び第４条

　商品投資販売業者は、
追加型ファンドの購入で
あるかないかの別なく全
て
①　商品投資契約の締結
等をしようとするとき、
又は商品投資受益権の販
売　を内容とする契約の
締結等をしようとすると
きは、顧客に対し、当該
商品　投資契約等が成立
するまでの間に、商品投
資契約等の内容及びその
履行に　関する事項で
あって当該商品投資契約
等に係る概要を記載した
書面を交付　しなければ
ならない。
②　商品投資契約又は商
品投資販売契約が成立し
たときは、顧客に対し、
遅　滞なく、当該商品投
資契約又は当該商品投資
販売契約等の内容及びそ
の履　行に関する事項を
記載した書面を交付しな
ければならない。

ｂ Ⅲ

　商品投資契約等に係る
成立前の書面の交付につ
いて、商品ファンドはそ
の仕組みが複雑なもので
あることから、投資家は
契約締結前にその内容に
ついて十分な知識を得る
ことが必要である。この
ため、業者に当該契約を
締結するか否かにつき判
断の材料となるべきもの
を投資家に提供させ、業
者の業務内容、商品ファ
ンドの内容等につき説明
させることとしたもので
ある。
　また、商品投資契約等
に係る成立時の書面の交
付は、商品投資販売契約
が成立した場合に、その
契約内容が不明確である
と、後日になって当事者
間に契約内容を巡って紛
争が生じる恐れが大きい
ため、成立した契約の内
容を書面に記載させるこ
とにより、その明確化を
図るとともに、買い主等
に注意を喚起させること
として、後になって紛争
の生じる余地のないよう
にする必要があることか
ら設けられた規定であ
る。

（以下「その他」欄に続
く）

・回答においては、「追
加型ファンドにおける再
購入である場合に限り、
直近に購入した追加型の
商品ファンドからの変更
事項のみを交付するこ
と、若しくは、顧客から
再度の契約前の交付書面
の要・不要の確認による
方法等をとること」につ
いて15年度中に検討し16
年3月までに結論を得ると
されているが、次の観点
から更なる検討を行って
もらいたい。
①要望趣旨に鑑みれば投
資家保護に配慮した上で
の書面簡素化対応であ
り、実施の方向で早急に
検討を行い、16年度には
速やかに実施すること。
②併せて、現時点におけ
る検討状況、検討にあ
たっての論点等について
示すこと。

（「措置の概
要」欄より続
く）

　契約前と契約
時の２回に分け
て書面を交付さ
せることで、投
資家保護の徹底
を図ったもので
あるが、追加型
ファンドにおけ
る再購入である
場合に限り、直
近に購入した追
加型の商品ファ
ンドからの変更
事項のみを交付
すること、若し
くは、顧客から
再度の契約前の
交付書面の要・
不要の確認によ
る方法等をとる
ことが投資家保
護の観点から問
題が生じないか
どうかについて
精査し、検討し
て参りたい。
※（検討開始時
期Ｈ15年度中。
Ｈ16.3までに結
論。）
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する見解の確認（様式１）

（回答欄） （再検討要請欄） （再回答欄） （当室記入欄） （最終回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

各省庁回答に対する
再検討要請

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

当室からの最終確認事項
（要望者意見を含む）

措置の
分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策）

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

別表番号 具体的規制改革要望内容 制度の所管官庁 等

農林水産省1
森林組合におけ
る組合員資格の
緩和について

森林組合の組合員たる資
格については、森林組合
法第27条第1項に定められ
ている。これによると森
林組合の職員及びその作
業員は、地区内に森林を
所有しないと、第27条第1
項第3号の「…組合の地区
内において林業を行うも
の又はこれに従事するも
の…」には該当せず、組
合員たる資格を有さない
とされている。要望はこ
の点において規制を緩和
し、森林組合の職員とそ
の作業員が組合に対して
出資し、組合員たる資格
を得ることである。

森林組合の職員であって
作業班員等林業に従事す
る者に、森林組合法の准
組合員としての資格を認
めることについて、作業
班員等における森林組合
の事業利用のニーズの実
態等を調査・検討し、結
論を得て、措置する（平
成１５年度中）。

5088 5088010 静岡県掛川市

①准組合員資格について
は、法令の定める要件を
満たす者のうち、定款で
定めるものについて認め
られることとされている
（森林組合法第２７条第
１項第３号及び第４
号）。
　「組合の施設を利用す
ることを相当とするも
の」とは、その者が組合
の施設を利用することに
ついて客観的に相当な理
由が存在すること、すな
わち定款変更に関し総会
で議決権を有する正組合
員にとって納得できる理
由があると認められる場
合である。組合の事業内
容、作業班員の当該事業
の利用ニーズ、仮に作業
班員の事業利用を認める
こととした場合の利用量
見込み、組合運営におけ
る作業班員の位置付け等
は各組合によって様々で
あるため、国が画一的な
基準を定めることは適当
ではなく、具体的には
個々の組合の実情に即し
て各組合が主体的に判断
すべき問題である。

②平成１５年度中に、当
該森林組合をはじめ森林
組合系統組織（全国森林
組合連合会等）からヒア
リングを行い、具体的
ニーズを検討。

組合職員への准組合員資
格付与について検討し、
結論を得て、平成１５年
度中に措置することにつ
いて見解を示されたい。

a -

・回答によると、「准組
合員資格の付与を認める
ことが適当であるか、具
体的ニーズを検証の上、
検討することとしたい」
とあり、次の点を踏まえ
て、更に前向きに検討頂
きたい。
①「組合員の施設を利用
することを相当とする」
のはどのような場合なの
か等、資格の付与を認め
る判断基準を明確に示す
こと。
②検討・結論を得る時期
を具体的に示すこと。

上記を踏まえ、平成16年
度までに実施されること
の可否について改めて検
討されたい。

b -z1000150
森林組合におけ
る組合員資格の
緩和について

森林組合法第２
７条

森林組合の組合員資格に
ついては森林組合法第２
７条の規定に基づき、
正組合員資格として①、
森林所有者たる個人、②
生産森林組合その他の森
林所有者たる法人。
議決権を持たない准組合
員資格として、③①、②
又は組合が主たる構成員
又は出資者となっている
団体（②に掲げる法人を
除く）、④組合の地区内
において林業を行う者又
はこれに従事する者でそ
の組合の施設を利用する
ことを相当とするもの、
であって定款で定めた者
とされている

b -

准組合員制度は、安定し
た事業量の確保により組
合の経営の安定を図るこ
とを目的に、一定の要件
をみたす者に特例的に組
合員資格を認めることと
したものであり、森林組
合がサービスを提供する
関係であることから、要
件を「組合の施設を利用
することを相当とするも
の」としている。森林組
合の職員は一般的には、
組合員のために組合のス
タッフとして事業・サー
ビスを実施すべき立場に
ある（すなわち「サービ
ス利用者」ではなく
「サービス提供者」）
が、作業班員について
は、林業従事者であるこ
とに異論はなく、「組合
員の施設を利用すること
を相当とする」事情があ
ると認められる場合、法
第２７条第１項第４号の
要件を満たしうると考え
られるため、解釈上、准
組合員資格の付与を認め
ることが適当であるか、
具体的ニーズを検証の
上、検討することとした
い。
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